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総評幹事会の当面する救急医療確立を

めざす見解と要求 (77・3・18)

日本の医療は.医療保険制度と医療供給体制l全

般にわたって危尊重的緩相を強めている。

毎年きまって打出される健保改悪の攻撃は.保

険料引上げによる大衆負担と受益者負担の名のも

とに医療費の忠者・への肩代りが主要ななかみとな

っている。さらに差額ベッド料.歯科差額料，附

添い科など侠療保険の枠外の患者負mは，傷病で
苦しむ国民に大きな経済的苦悩をつけ加えるもの

となっており.その結果として受診抑制を余儀な

くさせ.樹民の生命と健康にm大な影響を及ぼし
ている。

全開3，∞0カ所に及ぶ無E屋地区や休日 ・夜間に

必ける救急医療の現状.欧米にくらべて3分のl

の医療労働者数しかないことからく る不充分な医

療サービスと劣悪な労働条件.全産業中最高を占

める労基法違反率.石-護婦や理学療法士等の絶対

数の不足など今日の日本の医僚のかかえて匂る諮

問題は. 自民党政府が'貫して取り続けてきた低

医療費政策にその主主要な原因がある。

国民の傷病にたいして責任を持つべき国や地方

自治体が医療保隊制度確立への公債支出を出し惜

しむ低医療費政策から，医療保険財政の危機が生

じ，医療機関のうち病院の80%珍療所の95%を独

立採算制iをとらさ・るをえない.fJ.的医療機関が占め.

まともな医療も保障できない安上り診療報酬が生

じている.

国や地方自治体が国民の医療にたいする責任を

放棄し自由開業医制度を中心としていることから.

採算主義にたつ医療が前提となって医療機関の偏

在.予防医療の経筏.救急医療の切りすてを生ず

るばかりか，民療労働者に賃金や労働条件のうえ

で大きな繊牲を強いるとともに.差額徴収や馬処

方とまで言われる大量の投薬.注射となり医!鼠病

すら多発せしめている。

われわれは，ニうした医療供給体制を改善させ.

f何時でも何処でも誰でも費用の心配な〈良い医
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療Jを受けることができる医療制度の確立をめざ

してきた。頻発するタライ廻し等による国民の苦

しみを早急に解消するため.昨年2月タライ廻し

訴訟を縫訴し飼と地方自治体の資仔in及をおこな
っているが.休日・{~問における数~，医療体制lに

ついて当面する要求の笠理をおこなうこととした.

救急医療体制確立の重要性

基本的人後(生存権)としての医療救助権

救急医療は，般鈴療以上に人聞の生存権後議

のなかでもとくにその先頭に立つ医療数劫権にか

かわるものであり.社会保障権のなかでも最も緊

急、性を要する非常の事態への対応である。

したがって，社会連携伎の原理にもとづいて，

社会的に応急対処しなければならない問題であり.

公費負拘によっておこなわれる必要がある。

救急医療費用は，Jt;本的人総である生存権がお

びやかされる状態における医療救助総へのを士会的

出資であり，経済メカニズムにおける有効需要中

心の考え方を超えて.最優先的に財政支出がおこ

なわれるべきである.

はんらい救急医療に限らず，医療全般について，

“いつでも，どこでも，だれでも良い医療を"受

けることを可能とする制度的確立が必要であるこ

とはきうまでもないが，生命にta結する救急医療

体制lの確立はそれこそ緊急事と言わざるを得ない。

救急医療の現状と問題点

52年度の厚生省予算案は，救急、医療対策費とし

て66億8千万阿を計上している。 (救急医療関連

経費35億円を除<)

51年度当初予算が約10億円であったことと比べ

れば約6.7倍となっており.厚生省予算全体の伸

びが18%にとどまっているなかで"J:，救急医療対
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策に相当の重点がおかれていることがうかがえる。

しかし後述するよ うに.厚生省の救急医療対策

の中心点は.救急怠者からの診療収入を中心とし

ながらそれに若干の公費補助をつけて大多数を占

める本的医療機関の協力をひき出そうとするもの

であり，しかも国庫補助$li3分のlにとどまっ

ているため地方財政に過重な負担を強いるものと

なる.

国民が持つ権利としての医療教助権からみて，

救急医療の現状はその雰忽な解決のために恨本的

な救急医療対策の従立と大仰な公費支出ーーなか

でも国庫負犯の増額一ーが必袋であることを示し

ている。

大都市周辺で繰返される タライ廻し事件は，留

民の救急医療対策がなおざりにされている具体例

のごく 一部に過ぎず.国民の1-くは，ひたすら 休

日・夜間に発病しないことを祈るだけの日々を過

すことをよぎなくされている.

また救急医療の供給側からみても.公費補助が

会〈無いか，あっても微々たる舗助金のも とて救

急医療について過大な責任を卵しつけられて医療

機関そのものの運営の危機的破級の度合いを強め

ているし，その医療線開て働〈医療従4持者にいっ

そう苛僚な労働条件を強いるものとなっている。

1 教急患者のうち内科系の急病者が場加して

L、る

① 交通4i.故による死傷者数は45年の約1.100万

人が49~には66万人と減少している . (警視庁)

②救急車による鍛送患者数は.昭和49年の出動

{牛f{約137万件のうち，休日復閉め出動は54. 

2%を占めておIJ，そのうちドめように急病者

が50-60%を占めている。(消防庁)

?¥¥急病問州，-ti:負傷百石司

'休日夜間 52.3~ 20.3~o 13.8~o 13.6%' 

夜間のみ 61.4 15.6 11.7 11.3 

en:. 

2 教..告示施2宣は私的医・4慢"が多<.かっ

外科系が中心となっている

①救急告示施設4，741(昭初50年10月)のうち秘

的医療機関は3，935施設(うち診療所1，817)83%

をおめている。

②救急告示o!li設の様ポ診療科目について，秘的

医療線開でli.とくに診療所において内科.小

児科が少い。
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③救念、告示総設において内将系の診療標示が少

いのは.交通事放を中心に外科系の機能を取嫌

うことを主軸として出発したこと，公費iHllが

なく.交通事故の場合.社会保険診療報酬に数

fきする自由料金が自動車保険から支払われるこ

とを基盤に伸びてきたことから生じている.

@教忽.告示地設は，昭和38~消防法によ って教

急患者の綴送体制が打出されたことに追従して.

昭和39王手厚生省令によって定められたものて，

教念、医療体制lを目的意識的に追求したものでは

なし 鍛送患者の受入れ態努を形式的にととの

えようとするものにすぎない。

したがって，救急告示施設は， r救急医療に
協力する申出のあった医療機関のうち」次の要

件をそなえている施設について告不することに

とどめられていて，救急医療についての公的責

任li金〈見受けられないものとなっている.

(イ)事故によ る傷病者にたいする医療について.

相当の知識.経験をもっ医師が常時診療に従

4'しているニと。

(ロ)必要な施設，設備を有すること.

付専用病床文lま優先的に使用される病床を持

つこと。

(ニ) 般入に遺した構造，設備をすること.

しかし，{ィ)については， 医師の不.(t.の場合の

際はあらかじめ鍛送俊関に通知しておければ資
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任を関われないこと.会ての-設がたえず診療

に従事することが要必されているものではなし

地繊の実情によって鎗番制をt定期してもよいと

されて必1).十4についても，たまたま直ちに診

療をおこなう他の患者があすて綴送患者を収容

できない場合にも.割陸送線開に逮絡しておけば

よいとされていて (39・10・14総発第74号)，実

際にはシリtまけになり.タライ回しを多発せし
めている。

救急告示施役に対応して，同じく外科系の高

度の機能を来す~療軽量l測として， r救急医療セ
ンター」が.昭和42年度から発足している。

教急医療センターは.人口 100万人に 1カ所

を目標として同公立，公的医療機関を中心に設

置されたもので.昭和51年 3月現在で214カ所

となっており，イミ係n:医療を受持つものとして

公費繍助が湾入されているが.有自助額は医療従

事者や教念、病床を十分に健保するものになって

いない.

3 r休日夜間...センターjと『当番医j舗
内科系の救急.~../tを受け持つ医療機関として休

日・夜間急患センターと当番医制度が設けられて

いるが.いずれも教念、医療についての国の公的責

任が不明確なまま.地方自治体の努力や地員長医師

会の犠牲的協力にかせられている。

① 休日夜間急J忠センターl:.t.昭和50年4月現在

169 カ所設けられているが，開~者別にみて，

自治体立(事務組合10を含み)76.医師会立85.

その他8カ所となっている.運営主体とあわせ

てみると.公設公"el'58.公設民営18，民設民営

93となり.医師会立なり地滅医師会の協力によ

る運営が多数を市めている.

厚生省が人口10万人以上の都市について休8

夜間念I.!~.‘センターを~けるらニととして.公的な

補助をはじめたのは昭和49年度からであり，し

かも 1/3繍助でしかないため開設は遅々として

進んでいない.

厚生省の52年度予算案では.人口 5万人以上

の都市にも芯けることとして新設70カ所， 278 

カ所を~包・するための祭備費.運営費の国庫補

助を計上している.

イ.人口 10万の場合.3642繁備費徳助li150m2 

400万悶.運営費繍助I立休日昼間 5人，夜間

5人。
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ロ，人口 5万の喝介， 362E箆備は100耐 300万円，

運営費l:.t休日昼間4人，夜間5人.

@民営が多数を占めているため. 47~遜府県中

37都道府県に必ける設置Eにとどまるとともに，

東京25，神奈川15.福岡12.愛知.大阪各9..l奇

玉，新潟各8のほかは県内1カ所ないし.数カ所

と量生約に不足するとともに池島量的にも偏在して

いるし.169_設のうち夜間.多様は， 24時まで

が16カ所，明まで18カ所となっていて.夜間に

おける救急医療の宅内状態を示している.

③ 回定式の休日夜間忽法、センターに対し，移動

型とも言われる開業医等による一定地t袋内にお

ける f当帯医J制がおこなわれている。

昭和50年10 月 ~.(Eで全市町村の38%にあたる

1.255市町村を市める 583地区の医師会が実施

しているが.ニれは全地域阪師会数の64%にあ

たり.これによって総人nの60%をカバーして

いるとされている.

52年度予算てすま.既に尖錯している地区にお

ける定着をはかるとともに全地域医師会(853カ

所)に必いて災施することをめざして必札地

域医師会の事務経費.傍観啓首長費.地域医療対

策筋議会費等の一部を補助するとしており当番

医にたいする補助は盛られていない. 1カ所あ

たOの補助事E本領{ま 216.2万円.うち 3分のl

Z買を都道府県に繍勅となっている。

4 銃二次救急体制盤備計画

厚生省は昭和52年度予算望書求のなかで.従来か

ら笑施してきた公¥1..公的病院における数急医療

にたいする特殊必療部門運営資嫡動として51年度

A型50万円. B~270万円 (悶は 1/2 補助)の補助

を継続するとともに.新規に次のものを計上して

いるが，いずれも人件費についての助成とはいう

ものの.診療収入とのかね合いで実施とされてい

て.救急医療についての公的責任を栄fこすにはほ

ど速いものにすぎない。

①病院群鎗番制病院のT実情

広域市町村(平均人口30万人)の370地区の

うち53地区において， 100床以上の病院が6病

院以上あるところで1週1凶づっ給番街iで救急

医療コーナーを筆備させ.人件費(医師4. う

ちオルコール2.石護婦3.その他2)につい

ての繍助を計画している.

② 共同利用明病院の望書偏



光市医師会報

100床以上の病院が少い地成で医師会立病院

等が第二次救急、医療絡設となり.休日・夜間に

病院の一部を開肱し地域夜師会の協力で運営す

るもので30地区が予定されている。運営貸補助

は病院鉾輸番街iに準じておこなわれる.

@ 当I{t阪診療科協定

病院群輪番制や共向利用烈病院方式が災絡で

きない絶滅において.複数の病院が当沢氏の診

療科の組合せを協定しようとするものて二当直

医診療科協定連絡調態費として県内2地区の場

合250方向{うち悶雌裕助は3分の1) 

厚生省の医線総ぷ調査によると.昭和50年12

月における一般的院数は 7，235.一般診療所は

73.114となっているが.このちち何らかの形で

休日診療をおこなっているのは病院の20.2%.

診療所で7.9%にすぎない。また夜間診療は病

院で20.4%.診療所で15.90-6であっ.この一般
病院の多くを第て次救急医療体制に組込むため

には52年度予算は余りにも少すぎるとゴわざる

をえない.

5 教命数急センター

第三次救急、医療体制と して妓高度の専門的医療

をおこないうる救命救急センターの設置が昭和51

年度予算にはじめて計上さ札たが.会都道府県へ

の設置を11穏としながらも昭和51年度li4カ所設

ili:(うち凶立1カ所)の予算け上にとどまってい

た。

52年度予算では15カ所 (うち図立病院3)の新

訟を織り込み，手前助J島本軍買として施設笠{拘$t30床.

1，500.... J主儀費(ドクタースカーを含む~ 2 ~ê. 5 

子万円，運営費年間5，115万同(医師など38人)

が計上されている。

6 広主史教急医療情緩システム

県金量産を対象とする広域教急医療情報J ステム

を~備して市町村を組えた情報の収集，徒供をお

こなうとするもので.52年度予算では. 15カ所設

置1カ所あたりの宇治助基本額として纏設費80ぜ，

運営費は端末機100として人只9人，コンビュー

ター使用料等で1億円。うち3分の1倒康被助と

なっている。

7 劣恵な医療従事者の労働条件

低医療費政策のもとで劣悪な労働条件におかれ

てきた医療従事者.ム救急仮調1';こあたってその労

働条件をいっそう窓化させられている。

ー-:J -ー
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①休日夜r~l ft;!.患センターは . とくに民営のぬ設

においては通常診療を必こなった1妻の過重.全線

(時間外勤務)によ っておこなわれている。

公営のぬ設においても.休日や夜間における

勤務のみという反生理的な就労を余儀なくさII

ている。

② 当番医制をとる医療機関においては. 日常の

1長務のうえに長時間の持j東や急!I!.による超過労

働を強いられている。

③救急医療センターなど二次的機能を来してい

る救急病院において.~療従事者の 3 交代制が

録用されている施設;.i:llとんどなく. 多くは分

働1f;量生法に違反する当庇制が拘束勤務態勢とな

ってρ る.

@ 問民が必要とする医僚体育討を磁 Zするためι

は，救急医療の診療を~.当する医療従事者の労

働条件の確也が両IIi援とならなければならない.

⑤ さらに，すぺての医療機関が数のうえで不十

分な医療従 ・J~líによって運営されているため.

迷営の診療だけでも過震な負fB_を強いられてい

ること，開業医の駿住分般の傾向カ強まってし

ることなどから.現状の医療供給体制!のままで

休日復関の診療体制を拡大することは不可能な

状態となっており、第一次救急医命体需11の笠{嶋.

同公立医療燃側の増設とすべての医療機関(病

院を中心として)の協力によるあ二次数急.~H;

体制lの繋倫.一次診療体制から二次段能術院へ

の転送態勢の凝立が当面の緊急星野となっている.

殺急医療体制にたいする基本的な態度

1. 悶民が必裂とする救急仮療体制JW立について

の行政責任li.国と地方自治体にあることを明

確にする

2. すべての医療機関iム地域における数急医療

についての一定の任務をもたなければならない.

3. 救急医療は.不採算でおこなわれるべきであ

り.公費繍JI)Jによりト分な医療内芥が維持され

なければならない。

4. 救急医僚後間における良好な区銀内容をIii保

するため，賃金や労働条件など隆三線従事者の処

偶改善がはかられなければならない.

S. 救急.医徐は医療を受ける住民参加のもとに運

営される必'tがある.
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救急医療体制確立についての要求

救急医療体制確立のために，第一次，第二次，

第三次の救急.医療体制網がそれぞれ地域の笑傍に

応じて体系的にf;'=備されるとともに，情報体制，

割陸送体制もあわせて祭備される必婆がある。

1 第一次Së;1書館~を砲立すること

① 第一次救急、体制の中抜として f休日 ・夜間急

怠診療所」を，人Ll5万人について1カ所設置

すること。

「休日 ・夜間治、忠診療所Jは，原則として，

地H自治体が開設し開業医を中心とする地域医
療機関の協力によって地方自治体が運営の責任

をもっ一一企ぷ公営ーーの方向をめざすこと。

図:.1r休臼 ・ 使間:J~，、忠診療所J を開設.運営す

る地方自治体にたいして十分な補助をおこなう

こと.

②地方自治体は. r休日・夜間診療所」の診療
に必ν安な医療従.~者の確保に努めること。医師

確保については. 当E主民主主車の第二次.第三次救

急医毒事体制;二位遺づけられた以外のすべての医

療線開が「休日・夜間急患診療所J に派遣，協

力する任務を分l!lし合うものとする。その他の

医療従集者については.地方自治体の責任で縫

保することを!孫自IJとするが，当面の捻還として，

当該地減における医燃機関が協力する場合もあ

t)うるものとする

地方自治体は.医療従事者後保について適切

な姶演を必ずるとともに，医療従事者にたいし

適切な報酬と労働条件を保障すること。

③ f休日 ・ ~問診療所J において . 休日夜間に

おける一次的診療およびテレホンサービスによ

る適切な指導がおこなえるよう設備とおくべき

医療従事者について一定の器準を設ける こと。

④池波医師会による当番医制度については，

「休8・夜間忽患診療所J備が充実するまでの

暫定銭置とし， 鎗..帝1)による救急、医療について

は，社会保険等による診療報酬に依存しなくて

もすむよう待織手当に相当する報酬を公費でお

こなうこと.

⑤既訟の「休臼・夜間念怠センターjの俊能(4 

月現.(t169ヵ所のうち民営は111ヵ所)にたいす
る公費補助をおこなうこと.
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@ r休日・夜間念忠診療所jのoS;Iやその運営
について.地滅救念.医療対策凶議会を保健所単

位に芯けること.

⑦ II~. 人口過疎地量産.無低地区については，

定期的な巡回診療の実施をはじめ.教急.医療に

ついて特別な施策を議ずること.

月間医師会行事
※6月14日(;kj i宅供会於医師会鯨午後7: 30 
0報告i主総~J京 、1)熊er.r)医師会よりの申入
れ事I買について (2)11日J!i医師会長会滋，医
師述盟代必舟会;広報作

otbi，滋 'J~rti (1)岡市民示会乱倫~U会構成の
機認 (2)医療11'，牧術{I蕃会の|非Jflliについて

※6月23fL-tQ 保険医療研修会(下般市医師会
と共催) 於下位市民館 午後7: 30 

会員の異動
C退会

藤田潔先生 l:光市民的院内科)

山大医学$~-'内科へ
日前2. 6. 1. 付

0入会

災~t写捻先生 (光市民病院内科)
島根県立中央病院内科より

B852. 6. 1. ft 
管大弓先生 (光市民病院内科)

山大医争:Wお・内科より
昭52.6. 1.付

あとがき
同述の専門七、関の[1¥1際ツ;j"価hfd，'II(1し0)が I.fi-
泌賊tlのiil(Hl及び労働・ 3i;A条件l二|刻する条約jを
採決した つまり.その1凶作では， Itl休21::1 ;~IJの実

施や有給休暇を(Jミ4週rlll，その他，'J'，I[のための休日限，
仕事のための研修に必要な牧市休暇.年金などの年

金の改苦心関する条約である 批の条約が全両適用

されるなら Itl司・公立の )d，i，i~~ならいざしら -r， IJ、
規僚の~.線民療伐閃を街地にi容しいれ.ひいては

殴全般の医療敗防に改大な変革をもたらすであろう。

'，'/t揺を打でr.t:且つ倣る'，'/集かな
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